
独立行政法人労働政策研究・研修機構の改革案について

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

１２１人 １１８人 １１４人※

≪削減数≫

役員：公募選考を経た者
職員：転籍して研究者となった者

≪今後の対応≫

※法人設立時＇平成15年度（の140名に比べ25名の減員、８割程度の人員規模に。

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞
２８．９億円 ２７．７億円 ２６．２億円

≪削減額≫

・ｷｬﾘｱﾏﾄﾘｯｸｽについて、機構の事業としては廃止の上、厚労省に運営を移管

・高校生への就職関係副読本、労働関係図書・論文表彰の賞金を廃止
・霞ヶ関事務所を廃止
・資料センターでの図書の購入の縮減 など

※ 上記１の組織のスリム化
による４人の削減分を含む。

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 ２/６人中 １＇公募（/５人中 ▲１

職員 ５/121人中 ４※/118人中 ▲１

国家公務員
OB関連

※ この４名は研究者として転籍した者である。

▲４人 ▲３人

仕分け前仕分け後

１．ヒト＇組織のスリム化（

３．カネ＇国からの財政支出の削減（

▲1.5億円 ▲0.6億円

仕分け前仕分け後

２．モノ＇余剰資産などの売却（

改革効果

※ 運営交付金の額。施設整備費は、毎年の施設・設備の改修の内容によって増減する。

注１．キャリアマトリックスの見直しに伴い、国の事業であるキャリモバについても廃止＇▲0.4億円：Ｈ24年度（
注２．高校生への就職関係副読本の廃止に伴い、国の事業である高校生への就職関係副読本の印刷・配布についても廃止＇▲0.1億円：Ｈ23年度（

（参考）機構の所有施設は、法人本部・労働政策研究所（東京都練馬区）、
労働大学校（埼玉県朝霞市）のみ。

・ 厚生労働省関係の他の施設で実施されている研修の労働大学校への集
約化を図ることにより、労働大学校の土地・建物の有効活用を図る。



（労働政策研究の改革）

○ 労働行政を取り巻く情勢の変化に迅速・的確に対応し、労働行政の適確な企画・立案にこれまで以上に
貢献するため、平成２２年度から新たに次の２つの取組を実施。
なお、下記１．の実施に際しては、法案作成など緊急の調査ニーズを逃すことのないように、機構所管課におい

て、各部局の調査ニーズの把握を年度ごとから四半期ごとに改めた上で、これを基に政策統括官と機構理事長が
意見交換し、緊急調査の実施を決定する仕組みを新たに設ける等、更なる見直しを実施。

１．緊急の政策課題に的確に対応した調査・分析
部門横断のプロジェクトチームを設置し、厚労省からの緊急の研究要請に対し短期・集中で成果を出

す調査・分析の仕組みを創設（取組例：①未就職卒業者についての緊急調査、②リーマンショック後の
日系人の就労状況に関する緊急調査）。

２．労働政策の事後評価に資する調査・研究
主要な労働政策の実施状況や政策効果についての調査研究等を実施し、労働政策のＰＤＣＡサイクル

に資するための調査研究を新たに実施（取組例：①改正パート法の政策評価のための調査、②非正規労
働者の能力開発とジョブカード有効活用のための調査研究）。

（労働行政職員研修の改革）

１．労働大学校での中央研修の合理化

２．貧困・困窮者支援における福祉との連携など新たな雇用対策に対応した職員研修
貧困・困窮者支援や若年者支援の強化といった新たな雇用対策に対応して、求職者の住居・生活支援

に関する相談への対応などハローワーク職員の研修を強化。ハローワーク職員の資質を高め、行政サー
ビスの質を向上させる（取組例：①労働に隣接する分野（福祉分野）に関する知識も含めた貧困・困窮
者に対する総合相談についての科目を新設、②若年者雇用問題の最新状況・研究成果を教授するととも
に、実践的な若年者支援の演習（「若年者就職サポート演習」等）を行う。）

４．事務・事業の改革

仕分け後

労働大学校で実施している研修のうち、都道府県労働局等において実施可能な研修について、都道
府県労働局等に移管する。 仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について
＇独立行政法人労働政策研究・研修機構（

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．法案作成などで参考となるようなスケ
ジュールで調査を行うべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》

１．ニーズの積極的な把握による的確な
調査研究の実施＇改革案の強化（

＜仕分け前の改革案＞

＜仕分け後の改革案＞

○ 平成２２年度から、労働行政を取り
巻く情勢の変化に迅速・的確に対応し、
労働行政の適確な企画・立案にこれ
まで以上に貢献するよう、「緊急課題
に的確に対応した調査・分析」を行う。

○ 緊急の調査ニーズを逃すことのない
ように、機構所管課において、各部局
の調査ニーズの把握を年度ごとから
四半期ごとに改めた上で、これを基に
政策統括官と機構理事長が意見交換
し、緊急調査の実施を決定する仕組
みを新たに設ける。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

２．研究内容の公表、研究費用の公表を行
うべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》 ○ 機構における研究報告書等の調査研

究の成果については、ホームページ等を
通じて、積極的に広く国民に公表している
ところである。

○ 研究費用については、今後、公表する。

３．調査研究を必要不可欠なものに重点化
すべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》 ○ これまでも、調査研究の必要性・緊急性

や政策への反映見込みについて、各部局
が吟味して提出した要請を機構所管課が
審査した後に、当省と機構とが調査研究
テーマの調整を開始し、各部局の局長級
―機構の役員・部長級が意見交換を行っ
た上で調査研究テーマを決定しており、
こうしたスキームの活用によって、引き続
き調査研究テーマの重点化を図る。

２．研究費用の公表＇新規追加（

３．調査研究の重点化



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

４．法人の自主収入の確保に努めるべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》

○ 出版物等の成果物の販売促進等により、
今後とも自己収入の確保に努める。

５．調査研究については、大学等民間への
委託により実施すべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》 ○ これまでも、厚労省において、大学、シ

ンクタンク等民間に委託できる調査研究
については民間への委託により実施する
一方で、労使からの中立性が求められる
審議会の資料や、中期的に調査研究を
継続する必要があるもの、労働現場の丹
念な実態把握を必要とするもの等、民間
ではなし得ない調査研究については機構
に要請するといった役割分担を念頭に実
施しており、各部局に対し、引き続き上記
の役割分担についての考え方の徹底を図
る。

４．自主収入の確保への取組

５．機構と民間との役割分担の徹底



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

６．国家戦略に資するような独自研究を行う
ことはできないか。
《省内事業仕分けでの指摘事項》

○ 課題研究＇厚労省からの要請に応じて
機構が単年度で実施する調査研究（の
テーマを設定する過程において、機構独
自の問題意識を踏まえるような対応に努
める。

６．課題研究テーマの設定過程において
対応を検討＇新規追加（



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

７．キャリアマトリックス＇総合的職業情報デ
ータベース（は廃止すべき。
《行政刷新会議事業仕分けでの指摘事項》

○ キャリアマトリックスについて、機構の事
業としては廃止し、厚労省に運営を移管
する。
なお、キャリアマトリックスの見直しに伴
い、国の事業であるキャリモバへの配信を
廃止＇※（する。

※ 上記に伴い、国の事業であるキャリモバについて
も、国庫債務負担行為による契約期間が終了する
平成２３年度末をもって廃止 ＇労働相談に関するＱ
＆Ａ、労働法令に関する知識等のうち、一部の情報
は厚生労働省携帯用ＨＰに移設。（する。

８．労働関係図書表彰について、税金を
使って賞金を出す必要はない。
《行政刷新会議事業仕分けでの指摘事項》

○ 労働関係図書・論文表彰の賞金につい
ては、今年度から賞金を廃止する。

７．キャリアマトリックスについて、機構の
事業としては廃止し、厚労省に運営を
移管＇新規追加（

８．労働関係図書・論文表彰の賞金の廃
止＇新規追加（



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

９．宿泊棟の廃止など労働大学校の土地・
建物を有効活用すべき。

《省内事業仕分け・行政刷新会議事業仕
分けでの指摘事項》

○ 厚生労働省関係の他の施設で実施さ
れている研修の労働大学校への集約化
を図ることにより、労働大学校の土
地・建物の有効活用を図る。

９． 労働大学校の施設の在り方について
検討＇新規追加（



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１０．労働大学校は国に移管すべき。
《行政刷新会議事業仕分けでの指摘事項》

○ 労働大学校については、研修内容の見
直しや土地・建物の有効活用を推進する
ことにより、その運営の改善を図っていく
こととするが、別紙１の理由により、労働
大学校を国の直轄機関に戻す理由を見い
だすことは困難である。

１１．各省が独自に研修施設を持つのでは
なく、国の職員に対する研修施設は共有
すべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》

○ 研修施設の共有化は以下の理由により
困難と考える。
・各府省は自己の職員の研修所を有し、
各分野に求められる知識・技術等を教授
し、行政サービスの向上を図っている。

・国の職員の研修所の共有については、
各々の行政分野ごとに、業務内容が大き
く異なり、必要とされる知識・技術等も異な
ることから、研修所の共有による合理化効
果は極めて限られたものになると考えら
れる。

・その一方、各府省の研修施設を共有化
すれば、各研修所の移転費用が発生する
とともに、これまで以上に多くの研修生の
受入れが可能な新たな大規模施設が必
要となるなど、新たなコストが発生する。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１２．地方でできる研修は地方で実施するな
ど研修内容の見直しを図るべき。

《行政刷新会議事業仕分けでの指摘事項》

○ 労働大学校で実施している研修のうち、
都道府県労働局等において実施可能な
研修について、都道府県労働局等に移管
する。

１３．管理部門をはじめとして、一層の人員
削減を図るべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》

○ 機構においては、これまでも人員削減
による効率化に努めてきたが、平成２２年
度についても、管理部門において４名の
人員を削減する。

１３．管理部門における人員削減＇改革案
の強化（

１２．労働大学校での中央研修の合理化
＇新規追加（

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

３名削減 ４名削減



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１４．さらに給与を引き下げるべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》

○ 平成２０年度には１０４．８であった事務
職員のラスパイレス指数を、管理職の給
与引き下げ・賞与カット、昇給抑制の実施
などにより、平成２２年度には１００相当に
する。

１５．他の関係機関と一層連携・情報交換を
すべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》 ○ 労働行政と関係する領域との関連も視

野に置いた総合的な労働政策研究を推進
する観点から、関係領域について研究す
る機関等との連携・情報交換の強化に努
める。

１５．関係機関と連携・情報交換の促進

１４．ラスパイレス指数の適正化
＇新規追加（



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１６．法人の中立性が求められる中で、法人
の独立性を高め、ガバナンスを強化す
べき。

《行政刷新会議事業仕分けでの指摘事項》 ○ 理事長のリーダーシップの下に、全役
員と部長以上の全職員から構成される経
営会議を設け、職員の服務規律やコンプ
ライアンスの厳格化等内部統制の強化に
取り組んでおり、引き続きガバナンスの強
化に努める。

１６．役員選任の適正化などガバナンス
の強化



独立行政法人労働政策研究・研修機構の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

労働政策研究 11.6億円 11.6億円

情報の収集・整理 9.0億円 9.0億円

成果普及等 4.4億円 3.4億円

労働行政担当職員研修 4.4億円 4.4億円

≪組織体制≫

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、事業費は平成22年度の数値、うち国家公務
員出身者及びうち現役出向者については各年度の４月１日現在、うち国からの財
政支出については各年度の数値
注１．平成21年10月に理事（厚労省現役出向者）を１名削減の上、厚労省ＯＢが

就いていた理事１及び非常勤監事１は公募
注２．法人発足時（平成15年10月）の140名から22名（▲16％）削減

役員 5名注１
うち国家公務員出身者 1名＇公募（ 2名

うち現役出向者 0名 1名

職員
118名注２

このほか
非常勤職員12人

うち国家公務員出身者 4名 5名

うち現役出向者 25名 24名

予算 29.4億円 うち国からの財政支出 28.4億円 32.1億円
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国際研究部

研究調整部

理

事

所

長

労働経済分析部門

校

長
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労使関係・労使コミ
ュニケーション部門

就業環境・ワークラ
イフバランス部門

人材育成部門

キャリアガイダンス
部門※

【労働政策研究所】

教育担当

大学校事務局

【労働大学校】

【法人本部事務局】

研究６部門

総務部

経理部

監

事

≪組織図≫

※研究と研修との連携を図るため、労働大学校内に在席

調査・解析部

＊ 機構の事務・事業は、外部の有識者（公労使）で構成される「総合評価諮問会議」による事前・事後評価を受けており、その事務・事業には
労使の意見が反映されている。

【22年度】 【 ＇参考（21年度】

本部 ２部＇19名（
うち、管理部門
２部＇19人（ 100％

労働政策
研究所

３部、５研究部門
＇68人（

うち、管理部門
１課＇2人（ 3％

労働
大学校

教育担当、大学
校事務局、１研究
部門＇31人（

うち、管理部門
１課＇3人（ 10％

法人に占める
管理部門の割合

20％＇全体（


